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１．所管からの報告事項について 

  次の事項について所管から説明を受け、質疑を行い、すべて報告済みとした。 

（１）平成25年度一般会計補正予算について 

（２）滝川市社会福祉事業団への施設譲渡等について  

 ① 特養緑寿園建て替えに伴う利用者負担について 

２．その他について 

  なし。 

３．次回委員会の日程について 

  12月26日（木）午後３時00分から第一委員会室で開催することに決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上 記 記 載 の と お り 相 違 な い。   厚生常任委員長  関 藤 龍 也  ○印 

 
 



 

  

    平成25年12月10日 

 

 滝川市議会議長 水 口 典 一 様 

 

        滝川市長 前 田 康 吉 

 

 

   厚生常任委員会への説明員の出席について 

 

 平成25年12月２日付け滝議第155号で通知のありました厚生常任委員会への説明員の出席要求について、次の者

を説明員として出席させますのでよろしくお願いします。 

 なお、公務等の都合により出席を予定している説明員が欠席する場合もありますので申し添えます。この場合、

必要があるときは、所管の担当者を出席させますのでよろしくお願いします。 

 

記 

 

 滝川市長の委任を受けた者 

総務部ストックマネジメント推進課主幹      高 橋 一 美 

  総務部ストックマネジメント推進課主査        高 橋 伸 明 

保健福祉部長      佐々木   哲 

  保健福祉部次長     中 川 啓 一 

  保健福祉部福祉課長     国 嶋 隆 雄 

  保健福祉部福祉課副主幹     杉 山 敏 彦 

保健福祉部子育て応援課副主幹    前 田 昌 敏 

保健福祉部介護福祉課長     松 澤 公 和 

  保健福祉部介護福祉課副主幹    深 村 栄 司 

  保健福祉部介護福祉課主査    須 藤 公 夫 

   

 

                               （総務部総務課総務グループ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

第32回  厚 生 常 任 委 員 会 
 

Ｈ25.12.13（金）午後１時30分 

第一 委 員会 室 

 

○ 開   会 

 

 

〇 委員長挨拶（委員動静） 

 

 

１．所管からの報告事項について 

 

《保健福祉部》 

（１）平成25年度一般会計補正予算について            （資料）福祉課 

                                 子育て応援課 

                                   介護福祉課 

（２）滝川市社会福祉事業団への施設譲渡等について       （資料）介護福祉課 

  ①特養緑寿園建て替えに伴う利用者負担について 

 

 

２．その他について 

 

 

３．次回委員会の日程について 

 

 

○ 閉   会 
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第32回 厚生常任委員会 

H25.12.13 (金)13：30～ 

第 一 委 員 会 室 

開  会 １３：３０ 

委 員 長 ただいまから第32回厚生常任委員会を開会いたします。 

 いよいよ根雪となってまいりました。雪はね等におきましても事故のないよう

にしていただきたいと思います。 

 委員動静報告 

委 員 長 委員動静につきましては、委員は全員出席です。議長に出席をいただいていま

す。委員外議員として小野議員の出席を許可します。山本議員、北海道新聞、

プレス空知、一般の方の傍聴を許可します。 

 所管からの報告事項に入ります前に、11月29日開催の厚生常任委員会における

ストックマネジメント推進課の答弁につきまして、所管より答弁の訂正の申し

出がございましたので、許可いたします。 

高橋主幹 11月29日の厚生常任委員会で清水委員から公共施設マネジメント計画の13ペー

ジ、関連計画について全てホームページに載っているのかというご質疑に対し

て、全ての計画がホームページに掲載されているということでご答弁させてい

ただきましたけれども、一部の計画がホームページに掲載されていないという

ことでございますので、一部の計画はホームページに掲載されておりませんと

訂正させていただきます。まことに申しわけございませんでした。 

委 員 長 答弁の訂正がありましたが、よろしいですか。 

清  水 現在ホームページには載っていないということですが、重要な計画ということ

で、早急に載せる考えがあるかどうかについて伺います。 

高橋主幹 載っているもの、載っていないものについて精査をかけたところでございます

けれども、載っていないものについては所管に載っていないということをお知

らせした上で、所管で対応していただくようにお話はしております。 

清  水 当然ホームページには重要なものから順に載せていくということでしょうが、

それぞれの判断は全て所管に委ねられているということなのか、また統一的に

チェックをしたり判断をするような所管はないのでしょうか。 

高橋主幹 今回ご報告したとおり、統一的に計画をホームページに載せているかどうかの

チェックをする所管はございません。それぞれの所管で判断をして掲載してい

るということでございます。 

清  水 公共施設マネジメント計画の13ページに掲載されていたものはマネジメント計

画を策定していく上で、その計画にのっとってやっていくと述べられている計

画ばかりですから、全てホームページに載せるということを要望して終わりま

す。 

委 員 長 それでは、所管からの報告事項に入りますが、（１）、平成25年度一般会計補正

予算については議案関連なので、質疑についてご留意願います。また、（２）、

滝川市社会福祉事業団への施設譲渡等ついては、これまで計８回、10時間以上

の審査をしてまいりました。よって、当初の予定どおり、質疑につきましては

本日をもって終了したいと思います。12月26日開催予定の厚生常任委員会にお

きましては今までの審査の過程の内容につきまして、確認事項のみを質疑でお

受けするという形をとっていきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 
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清  水 12月26日の厚生常任委員会では、これまでの審査での確認事項のみと言われた

のですが、イメージが湧かないのですけれども、具体的にどういうことですか。 

委 員 長 今まで質疑を８回にわたってお受けしてきました。それぞれ質疑をされた方は

答弁をいただいて確認していると思いますが、確認漏れ等があった場合のみ質

疑を受けて、新たな質疑はお受けしないということで確認したいと思います。

よろしいですか。 

窪 之 内 基本的にはいいと思うのですけれども、きょうの委員会では、私も含めて細部

では二十数項目の質疑があるのです。これをやっていくとなったら相当な時間

数がかかるので、例えば５時を過ぎるということであれば12月26日に移すとい

うこともあり得るということなのかを確認します。 

委 員 長 それは流動的に行います。 

清  水 それと、基本的なこととして、きょうの質疑の内容というのは本来提出されて

いなければならない資料の提出がずっとおくれたため、今回まとめて質疑する

わけだから、本来であれば１回分の常任委員会ではとても質疑し尽くせない内

容があるということからいえば、流動的ということを言われましたが、残って

当然だと思いますので、そういったことを考慮して進めていただきたい。 

委 員 長 時間的な配分その他につきましては、流動的に進めさせていただきたいと思い

ます。よろしいですか。 

 （異議なしの声あり） 

それでは、早速所管からの報告事項に入らせていただきます。 

 １．所管からの報告事項について 

 （１）、平成25年度一般会計補正予算についての説明を求めます。 

 （１）平成25年度一般会計補正予算について 

国嶋課長 （別紙資料に基づき説明する。） 

委 員 長 説明が終わりました。 

 質疑ございますか。 

木  下 １点目は2,008万2,000円の金額の内訳、それと郵送で全部終わらせるというこ

とですけれども、直接窓口に持ってきてもいいということを今言われましたが、

江部乙支所でもいいのかどうか、お聞きします。 

国嶋課長 経費の内訳を予定している額でございますけれども、需用費、消耗品と印刷製

本費で25万4,000円、また事業者への案内等のタックシールとして手数料が10

万円、通信運搬費につきましては支援券の送付、また該当者の方からの返信用

の封筒経費、また券を送るときの簡易書留経費で通信運搬費232万8,000円を見

込みまして、残額1,740万円につきましては先ほど説明いたしましたが、額面

4,000円掛ける対象と現時点で見込んでおります4,350世帯の分の扶助費、計

2,008万2,000円になります。また、江部乙支所窓口の受け付けについては、正

直まだ江部乙支所とは調整はしておりませんが、数につきましてはそれほど多

くはないと見込んでおりますので、もし江部乙支所にお申し込みに直接来られ

た方であれば、その方に江部乙支所で対応していただくか、もしくは支所で受

け付けをしていただいた上でこちらから申請書等を送付するか、どちらかにさ

せていただきたいと思っております。 

委 員 長 ほかに質疑ございますか。 

窪 之 内 生活支援券は１枚4,000円となっているのですが、おつりが出ないということに

なると4,000円を買わないとだめだという利便性に欠けるということがあると
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思うのですけれども、例えば1,000円券４枚とか、2,000円買ったら2,000円のお

つりがもらえるとか、そういったことについて何かお考えがあるのかお伺いし

たいと思います。 

国嶋課長 分割した回数券の方式ですとか、例えばコンビニにあるようなプリペイドカー

ド方式、そういった方式をとれれば利用される方の利便性というのはより高い

とは思うのですが、ただ事業者からの請求もしくはおつりを出す、換金できる

とした場合のその4,000円の額面の根拠、事務的な煩雑さから大変申しわけない

のですが、５年前と同じ定額方式でさせていただきたいと思います。また、今

回支援券という様式で交付をさせていただきたいと思いますので、正式な前払

い券、金券、商品券方式となりますと別途事業者に例えば手数料ですとか、そ

ういった金券を使用する際の登録届け出等が必要になりますので、タイムスケ

ジュール的にも交付の定額の件については前回の福祉灯油と同じ方式でやらせ

ていただきたいと考えております。 

委 員 長 ほかに質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

委 員 長 それでは、報告済みといたします。 

 続きまして（２）、滝川市社会福祉事業団への施設譲渡等について、①特養緑寿

園建て替えに伴う利用者負担についての説明を求めます。 

 （２）滝川市社会福祉事業団への施設譲渡等について 

  ①特養緑寿園建て替えに伴う利用者負担について 

須藤主査 （別紙資料に基づき説明する。） 

委 員 長 説明が終わりました。 

 質疑ございますか。 

清  水 これまでの進め方だと、その日に出された資料については、資料の意味を質疑

して次回にその内容的な質疑をするということをやってきているわけですが、

今の委員長の進め方の感じは、どうも全部これで聞きなさいというように聞こ

えたのだけれども、そこは方針が変わったのですか。 

委 員 長 一応利用者負担増についての説明は、今までも何回か所管から、説明を受けて

います。今回はそれを詳細なものにして説明を受けているわけで、ここで説明

を受けた内容について、これを次回さらに細かく質疑を受けるかということは

いたしません。今ここで説明していただいたことについて、質疑のある方は質

疑をしていただきたいと思います。よろしいですか。 

清  水 そもそも今説明されたこと、すぐ資料を理解しなさいというほうが難しいよう

な資料が出されたことは事実ではないかと思うのだけれども、委員長はこれを

理解できましたか。今までは理解できないから次回だということでやってきま

した。 

 今まで資料については、それについてきちんと把握をして吟味する時間等が必

要な内容だということで次回に質疑してきたと思うのです。今回の資料は、す

ぐ見てわかると、そのように委員長は把握したのですか。 

委 員 長 利用者負担増については、これまでも今所管から説明があったように１万5,000

円から数万円の増になるという説明があり、その間に当然各委員の方も勉強は

されていると思うのですけれども、今の説明で私はある程度理解したわけです

けれども、清水委員は理解できないということで質疑をしているのでしょうか。 

清  水 私は、把握はしました。ただ、間違いがたくさんあります。資料としてつくり



 

 - 4 - 

直す必要があるということを私は質疑で言おうとしていました。私が間違った

資料だと思うようなものを理解したということであれば、浅い理解ではないで

すかと指摘せざるを得ないです。 

委 員 長 この福祉事業に関する内容と利用者負担について、国の方針もいろいろ変わっ

てくる中で、これを100パーセント理解されている委員の方が本当におられるか、

また議員の中におられるかというと、これは確かに難しいことになります。私

どもは所管から聞いた範囲の中において理解をしていっているというだけのこ

とであって、これが正しいか正しくないかということはこれから質疑をしてい

ただければよろしいかと思います。それでは、今回説明していただきました内

容について、なかなか難しいところもあろうかと思いますが、委員会冒頭に申

し上げましたように本日と次回の委員会をもって審査は終了したいと思います。

これより質疑をお受けいたします。質疑ございますか。 

木  下 この利用者負担についての分析の中で、80名の方がユニットの入所が困難とい

うことはわかりますけれども、先ほどの説明ではこの中であと20名ぐらいは可

能でないかということでしたが、残された入所が困難な方についての対処法が

私は見えないのですけれども、その点について伺います。 

須藤主査 80名の方がユニット入所が困難だと考えられますが、このうちおおむね20名ぐ

らいは、ほかの減免制度を利用してユニット入所は可能だろうと、そうなりま

すと、残される方につきましては60名ということになりますので、その方につ

きましては多床室が60床ありますので、そちらのほうに入所をしていただくこ

とが可能です。 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 

窪 之 内 後の質疑にも関係するのですが、今の木下委員の質疑と答弁によれば、もう140

対60で決まったような、そういう答弁をされているような気がしてならないの

ですが、そういうことだと受けとめていいのでしょうか。 

深村副主幹 ただいまの資料の説明は、これまでこの委員会の場におきましてユニット型移

行に伴ってどれぐらいの負担がふえるのかということを資料ではなく、口頭で

のやりとりしか終えておりませんでした。それを緑寿園入所者の方に当てはめ

て、実態としてどうかということをお示しした結果の資料です。80名が入所困

難かと思われるけれども、各種制度を利用することによってそのうちの20名は

何とかクリアできる、あとの60名は多床室に入るということで140対60の補助制

度を活用した中でも、まず現状としては何とかクリアできるということをこの

場でお示ししているだけでありまして、その辺はご容赦いただければと思いま

す。 

窪 之 内 理解しました。 

 もう一点なのですが、生活保護受給者の方たちは100パーセント軽減割合がある

ということなのですが、ユニット型が導入されたときに生活保護の人たちが居

住費として支給される限度額があって、その限度額よりもユニットが高いから

生活保護受給者は導入されたときに入れないと私は受けとめていたのですが、

それと違う説明だったので、この辺の関係について改めてお伺いしたいと思い

ます。 

須藤主査 委員おっしゃるとおり、以前は生活保護受給者につきましては多床室にしか入

所できませんでした。ただ、国の制度改正によりまして平成24年度から社会福

祉法人が生活保護受給者に対しては100パーセント居住費を軽減してあげなさ
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いという整備方針になりまして、24年度からは生活保護受給者もユニット型個

室に入所できるようになっております。 

窪 之 内 理解しました。 

 それで、社会福祉法人の減免に係る費用なのですが、これの負担割合について

お伺いしたいと思います。 

須藤主査 社会福祉法人によります負担軽減制度につきましては、25パーセント減免にな

りますけれども、こちらの財源につきましては法人側で約２分の１を負担して

いただきます。残りの２分の１を国と道と市で負担ということになります。 

委 員 長     ほかに質疑ございますか。 

清  水 私、この資料に間違いがあるということを言いましたので、その指摘が間違っ

ていれば言っていただきたいのですが、まず社会福祉法人減免について、現在

の特養緑寿園の入居者、所得階層が第２段階の方、第２段階というのは非課税

世帯で課税年金収入が80万円以下の方です。１カ月当たり６万7,000円以下の年

金の方が137名入居しています。このうち、現在社会福祉法人減免利用者が24

名いると今説明されました。一方、第３段階、非課税世帯で、課税年金収入は

80万円を超える人、僕の試算では単身１人世帯で147万円です。第３段階の方が

30名入っているのですけれども、そのうち社会福祉法人減免利用者は１名です。

つまり合わせて167名のうち25名といったら２割いかないです。十何パーセント

という実態を踏まえて、ところが資料の４番目でユニット型個室導入時シミュ

レーションの収入階層別に施設で生活する上で最低限必要な生活費の試算の施

設利用料は、全部社会福祉法人減免されている料金で試算をして、この結果80

名は入居が困難となっています。けれども、ここに書いている社会福祉法人減

免されている第２段階の施設利用料50万6,700円の方というのは24名しかいな

いのです。あとの113名の方は、施設利用料61万5,600円です。つまり本来なら

61万5,600円の方が113名いらっしゃるのです。113名ここにいるとすれば、この

人たちは当然最低限生活費である73万円を超えるのははっきりしているはずな

のに、超えないとして80名が入居困難と算出しているわけです。だから、例え

ばここでいうと第２段階は前提として113名はもう入居困難なのです。第３段階

でいうと30名のうち１名、つまり29名は入居困難なのです。142名のほかに社会

福祉減免を受けても入居困難の方が何人いるのかと足していったら、恐らく入

居困難の方というのは150名になるのではないですか。まず、この表が施設利用

料、50万6,700円、76万4,640円が全て社会福祉法人減免されているという仮定

でつくった資料でないかということを確認したいと思います。 

 ２点目は、条件設定で、収入階層別に施設で生活する上で最低限必要な生活費

というのが施設利用料のほかに社会保険料と医療費のみを試算していること自

体が非常識です。一般的には可処分所得という考え方を持つのです。人間は多

様な生活をしていますから、例えば特養に入っても私の趣味はこういうことで、

こういう雑誌を買いたいだとか、あるいは部屋によってはいろんな物を置ける

わけでしょう。こういう家具を置きたいだとか、来週娘のところに結婚式で行

かなければならないだとか、そういうのは一切入っていないではないですか。

それを幾らと見るかは、それはわからないけれども、少なくとも年間に３万円、

５万円ではないです。そういった可処分所得が一切入っていないということ自

体が、このシミュレーションが客観的なシミュレーションでないと私は思いま

すが、お考えを伺いたいと思います。 
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 ３点目なのだけれども、80名のうち20名は社会福祉法人減免制度や境界層措置

制度を利用して、第３段階以上の方はユニット型個室の入所は可能と考えられ

るということですが、社会福祉法人減免の条件というのは、利用料金を幾ら払

っているということではないわけだから、その人の収入だとか貯金だとか、そ

ういったことで決まるわけだから、ユニット型になるから受けやすくなるとか

ということではないわけだ。今受けれる人が受けていないという実態が、そん

な本当に４人に１人受けていないという実態があるということを前提にこの資

料をつくっていると思うのですが。その点について伺います。 

須藤主査 今清水委員からご指摘ありましたけれども、これはあくまでも国の方針でもよ

りユニット型個室に入居してもらうためには社会福祉法人減免制度を活用して

いただく、推進をするというのが前提であります。多床室に今現在入所されて

いる方で、確かに約15パーセントぐらいしか社会福祉法人減免制度を利用され

ていません。ただ、ユニット型個室ということを導入した場合につきましては、

この社会福祉法人減免制度というのは有効な制度だと思っております。当然シ

ミュレーションをする上では、最低限の経費ということになりますので、社会

福祉法人減免を利用してもなおかつ入所できない方ということでシミュレーシ

ョンをさせていただいていることをご理解いただきたいと思います。 

 もう一点、可処分所得というお話がありました。この可処分所得につきまして

は、医療費等というところに現在緑寿園に入所されている方の医療費の平均額、

入院も含んだ額を入れております。それと、生活費についても緑寿園入所者の

最低限必要な金額、このぐらいかかるだろうというのを緑寿園から聞きまして

入れております。そのほかにも当然委員おっしゃるとおり身内の方に会いに行

くという部分もありますので、それ相応の金額を乗せております。その金額に

つきましては、まず医療費につきましては平均4,000円と聞いております。生活

費については大体皆さん月額8,000円ぐらいで生活をされています。施設に入所

している場合、基本的な日常生活費というのはほとんどかかりません。そのほ

かに例えばお菓子を買います、服を買います、髪を切ります、そういったもの

で大体月額8,000円ぐらいとお聞きしております。そのほかにつきましては、

4,000円を計上しております。委員おっしゃるとおり、施設利用料、社会保険料

だけではなく、施設に入所をしても生活費、当然趣味趣向もありますので、そ

ういった部分については計上をしております。 

 それと１つ目の質疑と重複する部分もあるかと思いますが、現在社会福祉法人

減免を15パーセントの方しか受けられていないということで、入所時には説明

をさせていただいているのですが、入所者、そしてご家族の方が何とか多床室

の金額であれば負担できるということで社会福祉法人減免制度を利用していな

い方もいるということを聞いております。ただ、今後仮にユニット型個室を導

入したとなれば、それ相応の負担増ということになりますので、この社会福祉

法人減免制度を利用していただくために当然説明、推進というのはしていかな

ければいけないと思っています。 

清  水 第２段階でいうと現在社会福祉法人減免を受けていない方113名も含めて137名

全員が受けているような条件で試算に入れている。また第３段階については30

名のうち１名しか受けていないのに30名全員が社会福祉法人減免を受けている

かのごとく試算している。このように試算したのは、利用してもなおどれだけ

入れないかということを出したいと答弁されました。ということは、利用でき
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ない人が当然いるということです。それを認めたということをまず確認したい

と思います。 

須藤主査 利用できない方というのがまず80名ということが前提となっております。80名

の方がユニット型入所が困難だというお話をさせてもらっています。また、80

名のうちおおむね20名の方はユニット型入所が可能だろうということで、60名

の方がユニット型への入所がどうしても困難なため、多床室を利用していただ

くということになると思います。 

清  水 違うでしょう。右のページの２段目の表で167名が全員社会福祉法人減免を受け

たときでも80名はユニット型に入れないと言っているのです。ところが、167

名のうち現状でいうと社会福祉法人減免を受けているのは25名しかいない。と

いうことは、142名の人は受けられると仮定したわけでしょう。仮定したけれど

も、結局受けられないということが結果として出る可能性がある表だというこ

とを確認してください。 

須藤主査 今現在25名しか受けていないという現状ということはあります。この中に社会

福祉法人減免が利用できる人もいれば、できない人もいるとは思います。ただ、

できない人というのは、この要件にあります年間収入が例えば単身世帯で150

万円を超えるですとか、扶養義務者の負担能力があるという方ですとか、資産

があるという方になります。国の方針に基づいて社会福祉法人減免の利用を促

進するとした上では、このシミュレーションについてはやはり福祉法人減免を

皆さん利用できるとした仮定の中で立てるのが前提だと思います。利用できな

いという方については、収入がある、貯金があるというお話なので、低所得者

に配慮したものとして社会福祉法人減免を使っていただくというのが前提です。 

清  水 今言ったように第２と第３段階だから、167名のうち25名が受けている。という

ことは、142名は受けていないのだ。ところが、142名が100パーセント受けられ

ると仮定した表だということを僕は確認していいのかと聞いたのです。まずそ

の確認について伺います。 

須藤主査 今の時点で預貯金が幾らあるとかはわかりませんので、全て全員社会福祉法人

減免を活用したということでシミュレーションを立てております。 

清  水 私が間違った資料だと言うのは、余りにも仮定が好条件過ぎるのです。つまり

142名、100パーセント社会福祉法人減免できるということで80名が入れないと

いう表をつくっているのです。では、客観的に142名が社会福祉法人減免がもし

されるとしたら、これは私は行政の責任というのは重大だと思う。現在介護サ

ービスを受けている方というのは、滝川市内に千数百名いらっしゃるわけでし

ょう。その中で、社会福祉法人の減免が可能な方というのは、少なくても事業

団のサービスを受けている方はみんな可能です。部分的に言うと、新十津川の

施設だとか歌志内の施設だとか、そういう方々は第２、第３段階の方がほとん

どですから、100パーセント受けられる可能性があるのに、そういうことをして

きていないということの裏返しでもあるし、そもそも全国を見渡して社会福祉

法人減免の第２段階、第３段階の比率、社会福祉法人減免ができるところを利

用している人たちの全国の比率だとか最高の数字だとか、何かそういったもの

を示してもらわないと、80名以外はユニット型へ入ってもその年金収入でやれ

ますなんていう資料として私は受け取ることはできません。 

須藤主査 社会福祉法人減免につきましては、全国でどのぐらい受けているかという手持

ち資料は持っていません。ただ、利用されている方というのはそんなに多くは
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ないと聞いております。あくまでも社会福祉法人減免制度については、皆さん

要件を満たせば権利があります。逆にこの要件を満たさないということになれ

ば、繰り返しになりますけれども、預貯金の額が350万円以上だったり、扶養義

務者が負担するですとか、そういうことがあるというのが現状です。 

清  水 資料要求を２点します。１つは、第２段階、第３段階の方で、現在社会福祉法

人減免を受けているのは25名で、その方々の施設利用料を50万6,700円と76万

4,640円として最低限必要な生活費を試算したもの。もう一つは、減免を受けて

いない場合の施設利用料で最低限必要な生活費を試算したもの。その最低限必

要な生活費と収入を比較しユニット型入所が困難と思われる人数を示したもの。

そういう資料をまず１つつくること。 

 もう一つは、そこまで社会福祉法人減免が可能だというのであれば、既にユニ

ット型を導入している地方自治体のいわゆる公設民営的な施設、先ほどの資料

だと砂川市、美幌町、帯広市、江差町にもあります。こういったところで社会

福祉法人減免がユニット型に移行したことによって何名から何名にふえたと、

これは簡単に僕は調べることができると思うので、そのような資料を出してく

ださい。そうでないと、この資料の信憑性が全くないと思いますので、２点を

要求したいと思います。 

委 員 長 暫時休憩いたします。 

休  憩 １４：４５ 

再  開 １４：４６ 

委 員 長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

         資料について所管は用意できますか。 

松澤課長 先ほどから須藤が説明しているのは、いかにユニット型に入る方を救うかとい

うことです。国も要はユニット型を活用する場合には、社会福祉法人減免を利

用しなさいということになってございます。もし社会福祉法人減免が利用でき

ないということは貯蓄がある、扶養者が負担しているということになります。

我々は預貯金が幾らあるかということはわかりませんから、全て活用した中で、

その中で何人が一体ユニット型に入れないのかということをやっているわけで

す。ですから他市の状況とかそこまでは考えていませんし、このままの資料で

ご理解をいただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

委 員 長 所管では用意できないということですが、よろしいですか。 

窪 之 内 社会福祉法人減免が使えるということになったときに、社会福祉法人がやって

いるところだからデイサービスなんかも利用できるのです。だから、私は167

名のうちの25名ではなくて、使える人はほとんど使っていると思ったので、な

ぜこんなに低いのか、利用率が低いということは資産があるからなのか。さっ

き多床室だから、負担そんなに多くないから我慢して社会福祉法人減免を受け

ないという人もいるかもしれないと言ったけれども、そんなことはないと思う

のです。少しでも安いほうがいいというのは人間の感情なので、だから今わか

らないのだったらあれなのですけれども、なぜ余りにも利用状況が低いのかと

いうのは理解できないので、その辺事業団に聞けばわかると思うので、この場

で今わからなかったら次回のときでもいいので、お答えをいただきたいと思い

ます。 

委 員 長 ほかに何かございますか。 

木  下 私は、今これをずっと見させてもらいましたけれども、市としては７対３です
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か、これに持っていくためにはこういうような資料をつくらなければならなか

ったのか、補助金もなくなりますので。そういうことでいろんな問題はありま

すけれども、今窪之内委員が言いましたように今までが余りにも社会福祉法人

の減免の利用状況が少ないということは考えられます。その件は今までも申請

すれば結構いたのではないかという気もしますので、説明を求めます。 

深村副主幹 繰り返しになるかもしれませんけれども、資料の４番目のユニット型個室導入

時シミュレーションは、あくまでもシミュレーションであります。そして、緑

寿園の現入所者の方でその負担区分の段階というのはそれぞれ決まっているの

で、明らかなのですけれども、ではその方たちが一人一人年間の生活費として

幾らかかっているのかというその生活実態を200人全部押さえることは不可能

です。したがいまして、生活可能金額ということで、まず仮説として、この収

入区分の人が最低限必要なのは一体幾らなのかというその条件を仮説として立

てた上で、その上で収入区分からはみ出る方に関しては何人いるのかというこ

とを出したのが先ほどの80名でありまして、この仮に80名と出た人たちについ

ても現在利用している方のうちの20名が制度とかを活用することによって十分

入居が可能だということをお示ししているわけですから、その他市町の事例は

どうなのかとか、法人減免を活用している人数を他市と比較したりだとか、法

人減免利用率が低いのは何か問題、課題があるのではないか、というのは私は

論点がずれているのではないかと思います。 

委 員 長 今の質疑は、減免措置を利用する方々が余りにも少ないのはどうしてなのかと

いうことなので、そこら辺はどうなのでしょう。何か理由というのは押さえて

おられるのかということです。答弁できますか。 

須藤主査 社会福祉法人減免の利用者が少ないというお話が清水委員、窪之内委員、木下

委員からありました。施設側から少ないという状況も聞いております。入所時

には説明をしているのですけれども、実際の流れは申請書は滝川市に提出して

いただいて、滝川市が審査をし、確認書をご本人にお出しすると、そこで社会

福祉法人減免の適用になります。それを持って社会福祉法人が運営します施設

に行って社会福祉法人減免を適用してくださいという流れになります。なかな

かその申請をしない理由というのが一人一人確認をしているわけではございま

せんので、現状お答えすることはできませんけれども、この資料の７対３とい

うのは補助金を活用した中での現時点でのシミュレーションでありますので、

そのユニット型個室の率にかかわらず、やはり基本計画の段階から現入所者、

そして入所希望者の方については、社会福祉法人減免制度を施設と一体になっ

て市もＰＲをしていかなければいけないと思っております。 

委 員 長 ほかに何かございますか。 

窪 之 内 全体を考える上での資料はわかるのですけれども、社会福祉法人減免がこれだ

けしか申請をしていないという状況は、法人も半額負担しなければならないと

いうことがあるわけだから、どこかで積極的な申請を促す努力がされていない

のではないかと疑ってしまうというか、今後において建てかえ前においては入

所者に改めてこういう制度の活用を促すべきだということをもちろん施設等を

含めて協働して促していくべきだということを意見として申し上げておきたい

と思います。 

委 員 長 ほかに何かございますか。 

清  水 １つは議事進行的になるのだけれども、委員の質疑に対して今深村副主幹はこ
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う言ったのです。他市との比較とか、なぜ社会福祉法人減免が少ないのかとい

うことを今検討していくことは論点が違うのではないかと。要するに委員が言

っている論点が違うと言ったのです。論点が違うというのは、こちらの考え方

が違うみたいな言い方をしたわけで、これはいわゆる委員に対して反問してい

るのです。そういう点で、現状において答弁としては、僕はふさわしくないと

思いますがいかがですか。 

委 員 長 今の件につきまして、深村副主幹、補足的な説明等がございましたら述べてく

ださい。 

深村副主幹 私の言い方が不適切でありました。私としましては、冒頭須藤から説明が終わ

った段階で清水委員からこの資料に間違いがあると、確認行為をしない段階で

間違いがあるという表現をこの公の場でされたものですから、この資料はこう

いう仮説に基づいてつくっているのですということをまず説明をしたかったわ

けであります。ただ、その説明を私がしていく中で、行き過ぎた発言をしてし

まったことは申しわけないのですが、我々といたしましてはなかなか実態を100

パーセントつかみ切れない中で現入所者の人たちが果たして建てかえをしたと

きにどうなのかということをこのシミュレーションで仮説を立てながらやった

ということをご理解いただきたいということであります。 

佐々木部長 関連しまして、きょうはユニット型で７対３、何とか補助財源も使いたい、そ

していい居住環境でやりたい、さらには本当に今入っている人がこれから７対

３になることによってそこから出なくてもいいようにいい方法はないかという

ことで今回今の国の制度、ユニットに向けて変わっていく制度も見ながら、そ

してまた他市の例も詳しく社会福祉法人減免が幾らあるか、そこまでは確認し

ませんでしたが、電話で聞き取りしまして、本当に皆さんが幸せに今よりもっ

といい環境の施設に入ってもらうためのシミュレーションをつくらせていただ

きました。考え方はあくまでもユニットとなったとしてもみんなが緑寿園に入

っていけることを基本にこれからも対応していきたいと思いますので、よろし

くお願いします。その一つの例としてシミュレーションを出させていただいた

ということでございます。 

清  水 深村副主幹のことを言ったのですけれども、次に松澤課長が他市との比較とか

については調べる考えはありませんと言ったのです。社会福祉法人減免がユニ

ット型になったときにどれぐらいふえたとか、どれぐらい受けているかという

ことの資料、数字を求めたのに対し、そういった調査をする考えはないという

答弁をしたのです。ここできちんと考えなければならないのは、これは国の制

度なのです。国費が入っている制度なのです。国費が入っている制度で滝川市

がユニット型を進める上で、どうしても社会福祉法人減免の利用者をふやそう

というのであれば、どれぐらいまでいけるのかというのは他市の実態をつかむ

のは基本中の基本ではないですか。それを調査もしない、議会に示す考えもな

いというのは、これは一体どういう考え方に基づいているのか。私は、不信感

を持ちます。これでははっきり言って審査にならないです。 

 それと、その答弁を訂正しないで資料を出させていただきましたとだけ述べた

保健福祉部長の今の答弁もそれと同列ですよ。こういうことでは、私はこの件

について審査をする意味がない。これ以上深めることはできない。何とかして

ほしいです。 

委 員 長 まず、発言に対する補足的な説明ございますか。 
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松澤課長 例えば今はシミュレーションですから、ユニット型に、社会福祉法人減免とか

そういうものを利用した中で何人が入居できないのかをお示ししました。社会

福祉法人減免の利用者数が少ないというのは、それはご意見としていただきま

したので、法人ともきちんと協議をさせていただいた中で今後進めるというこ

とでやってまいります。ただ、今議論していることは譲渡に向けてユニット型

にした場合にどうなのかということをシミュレーションしているわけですから、

こう言ったらまた失礼な言い方になってしまうかもしれませんけれども、他市

の状況まで調べるということまでは考えていないということを私は先ほど申し

上げたつもりです。 

委 員 長 今の答弁の内容につきましては、このシミュレーションの段階で他市との比較

というのは考えていないということで解釈してよろしいですか。 

佐々木部長 済みません。多少流れの中で、若干不適切な発言があったことをおわびします。

そして、今お話ししましたように、今までも７対３の負担の割合でいろいろと

ご意見あったものですから、この資料でどこまで現状シミュレーションとして

はやれるかということを提示させていただきました。そして、きょうの通告質

疑の中でも本当にどうするのだという質疑が清水委員からもあります。その次

の展開につきましては、きょうの通告質疑の中で答弁させていただきたいと思

います。まずはこのシミュレーション、まだ中身が十分わからない部分もあり

ますけれども、今はこういう状況だということを皆さんにご承知おきいただき

たいと思います。いろいろありましたけれども、本当に申しわけございません。 

清  水 ここまで言っても他市のユニット型を導入した後の社会福祉法人減免の第２段

階、第３段階の利用状況について調査して議会に示す考えがないということは

課長と部長によって答弁されたのです。私はもうこれはこの審査をする上で非

常に障害になると考えますので、要望としては特別職の考えを聞きたいです。

この審査をする上で、本当にそういう資料を委員会に出さないということが市

の方針なのか、私はそこまで聞きたいです。それがまず１点目。 

 そして、２点目です。第２段階の人が仮に社会福祉法人減免にならない場合は、

施設利用料50万6,700円が61万5,600円になるのです。これに社会保険料と医療

費を全部足したら83万9,000円になるのです。つまり第２段階の人は80万円以下

の年金だから、全員が非該当、入れないということになる。つまり非常にわか

りやすい話で、今137名のうち113名が第２段階、社会福祉法人減免を受けてい

ないのです。このうち50名が社会福祉法人減免を受けられたら入所できるとし

ます。しかし、50名の方は入居できないという非常に単純な話です。それぐら

い社会福祉法人減免が受けられるかどうかというのは大事な指標になっている

のだ。ここの中で最大の指標はそれなのです。その最大の指標をこれ以上調べ

ないということだということを補足します。 

 それと、一番最初の説明でこういうことを言ったのです。こうやって当てはめ

ていって、140名はユニット入所が可能と判断できますが、最後60名が入れませ

んと。その次に何と言ったか。その他の人には多床室に入ってもらいますと、

こう言いました。これは、私はゆゆしき問題だと。今回の建てかえでユニット

型を導入することで、ユニット型に入りたいけれども、多床室に入り続けなけ

ればならないという人が当然出るわけです。ところが、払えない人は入ったら

だめだということを言ったのです。そういう考えがまずいいのかどうかという

のはこれから議論していかなければならないのだけれども、そういうことを言
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ったということについてはまず撤回していただきたいと思います。 

委 員 長 今の清水委員の発言について、委員から何か意見ございますか。 

田  村 これは、あくまでもシミュレーションであって、シミュレーションというのは

仮説です。そして、こういうことを言っていけば、これに限らずいろんな計画

が出てくるわけです。そういうものも全部こういう質疑になってしまう。そう

でなく、提出された資料でここがおかしいからこうでないかというのが質疑で

あって、ほかがどうだこうだではないと思うのです。この資料が100パーセント

正解ならそれでいいですよ。でも100パーセントでない、だからシミュレーショ

ンなんです。そんな質疑をしていくのであれば、これは何時間あっても解決し

ないです。 

委 員 長 ほかに意見ございますか。 

木  下 私も田村委員と同じ考えで、あくまでもこれはシミュレーションで、先ほどお

聞きしましたように、補助金を使いながら建てかえ、７対３のユニット型とし

たという仮定の資料ですので、その資料の中で議論を進めていきたいと思いま

す。それを言葉尻をつかまえてどうのこうのというのは、この段階では私は不

適切だと思います。 

委 員 長 ほかに意見ございますか。 

窪 之 内 質疑の方向がどうなのかという疑問があって、それで他市がユニットになった

ときの社会福祉法人減免の利用というのは、それは他市の状況で、今私たちが

考えようとしているのは滝川市の社会福祉事業団がどうなるかと、そこの緑寿

園の問題が現実に今こうやって出てきているのです。だから、緑寿園の問題が

何も出ていないというのだったら、出してくださいと言うのはいいと思うけれ

ども、そうでないときに他市の状況が出たって滝川市の緑寿園がどうなるかと

いうことが問題なのであって、清水委員が言っている方向性というのは、それ

で責めるというのは違うと思います。多床室に入れと言ったということではな

くて、もし入居できなくなれば、そういうところでカバーできる可能性はある

ということだと思うのです。そういう言葉を一々取り上げていくと審査が進ま

ないような気がするのですけれども、意見として述べます。 

委 員 長 まとめさせていただきます。今ここで議論をしていることは、この緑寿園につ

いての譲渡について審査しているわけで、ここで議決する何物でもなく、いろ

いろ所管からの説明を聞いた上でいずれかの議会の中で議決ということになっ

ていくのでしょうけれども、この委員会におきましては今所管から示されてき

ている内容や、言葉の節々までとっていくと確かに議論が先に進んでいかない

ということにもなってきます。それで、今ここで示されたシミュレーションに

つきましては、その内容について大きな何か問題点があるのであればその点を

聞いていただくということで、清水委員の言われている内容、わからないでは

ないのですが、一々答弁できかねるようなことまで質疑されても多分所管も答

えられないのではないかと思います。それで、一応この利用者負担の内容につ

きまして、１度ここで休憩を入れますので、もう一度各委員の方は目を通され

てから、質疑を続けます。ここで暫時休憩します。 

休  憩 １５：１２ 

再  開 １５：２７ 

委 員 長 休憩前に引き続きまして会議を再開いたします。 

 それでは、この特養緑寿園建てかえに伴う利用者負担についての資料について
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でございますが、今清水委員から休憩前に資料内容または答弁について不備が

あるというご指摘があったわけですが、どういったところが不備なのか、まと

めてもう一度発言していただけるでしょうか。 

清  水 シミュレーションをする以上、比較するということが、比較というのはうまく

いった場合はこうだと、余り予定どおりいかないときはこれぐらいだというこ

とで、例えば社会福祉法人減免が半分しか新たに、最終的には167名のうち半分

の83名しか行かなかったという場合のシミュレーションを追加で出していただ

く。１点に絞るとすれば、そういったことを求めたいと思います。できれば他

市の状況も求めたいですが、他市についてはもういいです。所管が考え直して

次の委員会で出していただけるのであればそれは望みますが、それは要望にと

どめたいと思います。 

委 員 長 ほかの委員の方に確認いたします。今清水委員が言われたような内容について、

さらに資料の提出が必要でしょうか。 

田  村 何回も言うけれども、このシミュレーションというのは、うまくいった場合は

こうだと、失敗したらこうだなんていうシミュレーションはないのです。だか

ら、理想としてこうしたいというのがシミュレーションであって、マイナスに

なったらどうなるなんていうような資料は全く必要ないです。 

委 員 長 それでは、この資料要求を認める方は挙手願います。 

（挙手少数） 

資料要求については却下します。 

所管につきましては、この件につきまして今清水委員からの要望ということで

すので、答弁の中で今後触れる内容があれば触れていっていただきたいと思い

ます。  

委 員 長 この資料につきまして、ほかに質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

委 員 長 それでは、報告済みといたします。 

 次に、各委員から前段に出されております通告質疑をお受けいたします。 

 質疑ございますか。 

田  村 １点目は譲渡問題における滝川市としての最大リスクと最大メリット、２点目

は組織の肥大化に対して職員数の把握と対応は十分と言えるか、３点目は現行

理事体制における不安な点は存在するかということなのですが、１点目につい

ては最大リスク、最大メリットというのは何回か今までも聞いています。そん

な中で、事業団が融資を受けて施設を立てるという場合の市としての債務保証、

これをするのかしないのか再確認をしておきたいと思います。次の組織の肥大

化というのは、13施設もある中で果たしてこれだけの職員数でもって間に合う

のか、あるいは適正なのかの再確認です。そして３点目の現行体制における不

安な点というのは、特に更生園、新生園、ここにおいて理事長が新しくなって

一生懸命やっているから解決されたというのは早計過ぎてまだまだ甘いと思い

ます。これに対して議員としても、あるいは市としてもしっかりかかわれる体

制をつくって不安を排除していくような評議員だとか理事の問題、これも含め

てどのように考えているかをお聞きします。 

松澤課長 最大リスクと最大メリットということで、端的に債務保証をするかしないかだ

けで答弁はよろしいですか。 

田  村 いいです。 
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松澤課長     債務保証は考えてございません。 

 ２点目、組織の肥大化に対しての関係でございますけれども、例えば建てかえ

等をした場合におきましても、国の基準が定められておりますので、これに違

反するということはもう基本的に考えられないということでございますので、

当然その点は配慮しながら欠けることのないような体制を事業団としては考え

ていると思っております。 

 現行体制の理事の関係でございます。更生園、新生園ということで施設名が出

ましたけれども、市のＯＢで福祉行政に携わった方、また社会福祉のほうの担

当をした職員も理事、常務理事として事業団に入っておりますので、その辺に

ついても十分配慮をしていると考えております。現在の理事できちんとやって

いただけると思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

田  村 ３点目のことなのですが、理事長は一生懸命やっているのはみんなが認めると

ころですが、市のＯＢが副理事長と常務理事になっている。副理事長は体調も

余りよくないというようなことを聞いていますが、この副理事長が実は一番大

事だと思うのです。そして、理事長においても年齢的にも考えてもこれから10

年続けてやれるというような状態ではないことも鑑みて、ぜひこの辺の人事を

理事長と相談しながら確実な副理事長、向こうで考えることかもしれないです

けれども、市も間違いなくいろんな今までのごたごたが再発しないように十二

分に考えるべきだと思うのです。副理事長の任期はまだまだあるのですか。 

佐々木部長 副理事長の任期は10月まであります。それと、今田村委員から言われましたこ

と、本当に大事なことだと思いまして、以前にも言わせていただきましたけれ

ども、私どもでどうだ、こうだという話ではないのですけれども、理事長のほ

うとも日々打ち合わせをやっておりますので、議会のこういう貴重なご意見も

しっかり伝えます。先ほどの債務保証の関係、全体の運営、サービスの質の向

上、そういうことを含めた中で、やはり常に前を向いた形の事業団となるよう

にしっかり伝えていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それと、滝川市役所も施設ができるまで、我々も、建築も、カバーしながら、

支えながら、サポートをしながらやっていきたいと思いますので、それをあわ

せてお伝えしたいと思います。 

委 員 長 ほかに質疑ございますか。 

清  水 まず、資料要求を先に言っておいてから始めたいと思います。まず、１点目は

特別養護老人ホームの新旧基準等の比較、居室の広さ、旧多床室と新多床室、

新ユニット個室の１名当たりの比較、廊下や共用部分の広さ、設備その他につ

いて。居室の広さについては、部分的にいろんな資料に載ってきたとは思いま

すが、それ以外についてはないと思いますので、資料要求します。 

 ２点目は、待機者の資料ということで、まず１番目、待機者数の推移、５年か

ら10年程度、毎年でなくても推移がわかればいいので、２年間隔とか、10年程

度であれば３年間隔とか、介護度別であればなお可です。２番目として平均入

居年数、３番目として直近３年間の入居者の介護度別、また退去者の介護度別、

４番目として待機者の待機状況、在宅、老健、グループホーム、病院等、直近

年度で結構です。５番目として入居審査基準、つまり要介護が高い方を優先と

いうのはわかるのだけれども、そればかりなのかということも含めて、まだ委

員会には資料を出されていないと思いますので。 

 ３点目は、特養の役割と機能についての資料。中期経営計画案の中で、特養の
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役割や機能の理解を深めるという表現があるのですが、この役割や機能という

ことについて言うと、私も箇条書き的に聞かれるとわからないです。だから、

事業団が広報で広めようとしている役割や機能は一体何なのかということがわ

かる資料。 

 ４点目は、人員基準と現状で、現状の特別養護老人ホーム緑寿園、ナイスケア

すずかけの職員数基準、日勤、夜勤等です。職員数基準は国の基準だと思いま

すが、現状、これについては残業がないとした場合の余裕人数等がわかる資料。 

 最後、５点目は、200床全て補助金なしで建てかえる場合のシミュレーションに

ついて。これまでに全額補助金で140のユニットと60の多床室、２つ目として100

室が多床室で補助金で80のユニットと20の多床室、結果として120の多床室と80

のユニット、この２つのシミュレーションが出されているのですが、特養の現

入居者の９割が年金で言うと14万円以下、もっと低いのではないかと。私の試

算だと12.3万円以下なのですけれども、７割が6.7万円以下という実態で、140

床７割、または、80床４割をユニット型にすることでこれらの低年金者の入居

者がなくなるおそれが大きいと。先ほどの資料に出ておりますが、第２段階で

3.5万円から５万円に、第３段階は5.3万円から8.3万円、第４段階の人も８万円

から13万円になれば居住系も特養にも入居できない実態がさらに拡大するおそ

れが大きいと。そこで、こういうシミュレーションを求めます。まず、この資

料要求５点を求めたいと思います。 

委 員 長 清水委員、この資料要求が認められれば次回に提出ということになろうかと思

いますけれども、次回この資料が出されたとした場合に、その資料についての

さらなる説明を求めるわけですか。 

清  水 １から４については、これまでの質疑の中で重要なのだけれども、数字として

出されていないというものを出しました。ですから、これについては特に質疑

をするという考えはないです。５点目については、当然事業団の経営内容にか

かわってくるので、資料が出されれば質疑をしたいと思います。 

委 員 長 確認いたします。１から４につきましては資料の提供だけを求めるということ

で、５点目についてはその内容に応じては質疑させてもらいたいということで

よろしいでしょうか。 

清  水 はい。 

委 員 長     資料について、所管は用意できますか。 

深村副主幹 ５点目の200床全額多床室で整備した場合の積算につきましては、これは前回の

委員会におきましてもご報告させていただいたのはあくまでも２パターンで、

200床を全額事業団が自己資金と借り入れで行うということは想定しておりま

せんでした。したがいまして、この５点目の資料につきましては当委員会に提

出ということはできないとお断りをさせていただきたいと思います。残りの１

から４までのうちの１と２と４、これにつきましては特に特養の待機者の資料

等あるいは老健、特養の現状、これらにつきましてはわかる範囲、調べられる

範囲で資料を整えて提出したいと思っております。 

 それから、３点目の特養の役割と機能についての資料要求をいただきました。

これにつきましても、改めてこの中期経営計画をつくりました事業団、特養の

担当者のほうに確認をしました。そうしましたところ、その意図といたしまし

ては特養の看護業務についての考えでした。中期経営計画をごらんになってい

ただくと、委員ご指摘のこの部分が看護業務の話とリンクしているのですけれ



 

 - 16 - 

ども、看護業務は本来健康管理であるはずなのに現在はいろいろな病状の人が

入ってきていると。それが過去であれば療養型病床に入られる方、あるいはす

ずかけに入ってリハビリに努めていただいて在宅復帰につなげていただく方、

そしてそれ以外に特養に入られる方という形で、どちらかといえばすみ分けが

できていたのが現在では医療機関から即退院です、特養に入所してくださいと

いう形でどんどん相談、入所申し込みが来ていると。こういったことでどちら

かというと市民の方あるいは利用者の方というよりも医療機関との連携がなか

なかうまくいっていないと、そのためのそうした役割、機能というものを改め

て共有していきたいという思いで書いたということを確認いたしましたので、

それをこの本委員会の場におきまして今ご説明をさせていただきました。とい

うことで、結論を言いますと１、２、４につきましては資料を提出したいと考

えております。 

委 員 長 １、２、４の資料と３については口頭答弁、５は資料提出はできないというこ

とですが、よろしいですか。 

清  水 ユニット型になると負担増になるということははっきりしているわけで、現実

にここで言うとユニットが120、多床室が80というのが最もユニットが少ない試

算なのです。札幌の大友恵愛園は多床室が136、あるいは東京の練馬区田柄特別

養護老人ホームは全部多床室といろいろあるのだけれども、経緯はいろいろあ

ったとしても全部多床室にしたらどうなるかと、経営ができなくなるのかとい

ったことがないのであれば、可能性があるのであれば、やはり試算をしておく

のが特養を建てかえていく計画づくりをする中では僕は欠かせないと思う。資

料についてもそんな難しくない。補助金が減ると自己投資がふえて減価償却が

ふえるので、収支が悪くなるということが中心なのです。そんなに時間がかか

るような資料でもない。けれども、これは比較ということでは僕は絶対に必要

だと思います。そんなに事業団に手を煩わせることもないと。あとは、役割と

機能については質疑の中でも上げておりますので、それを聞いてまた新たに要

望したいと思います。 

委 員 長 それでは、１点１点確認していきます。１点目の資料要求を認める方は挙手願

います。 

（挙手多数） 

委 員 長 それでは、１点目について、資料提出をお願いいたします。 

 ２点目の資料要求を認める方は挙手願います。 

（挙手少数） 

委 員 長 ２点目の資料要求については却下します。 

 ４点目の資料要求を認める方は挙手願います。 

（挙手多数） 

委 員 長 それでは、４点目について、資料提出をお願いいたします。 

５点目は、所管では提出できないということでよろしいですか。 

佐々木部長 清水委員はいろんな角度から言われていますけれども、基本は財源を導入しな

ければならないと考えています。所管としては資料はつくることはつくれます

けれども、私どもとしてはやはり補助あってのシミュレーションしか、そうい

うシミュレーションしか考えられないと。先ほどと同じですが、想定しにくい、

考えられないということでございます。 

委 員 長 わかりました。 
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 それでは、委員の方にお諮りいたします。５点目の資料要求を認める方は挙手

願います。 

（挙手少数） 

委 員 長 それでは、５点目につきましては、清水委員、そんなに難しくないということ

であれば、自分で確認をしていただきたいと思います。 

（何事か言う声あり） 

委 員 長 自分で確認をしていただけませんかということです。 

（何事か言う声あり） 

委 員 長 ですから、所管のほうでは今この補助金を用いた場合のみのシミュレーション

しか提出しないということで採決をしたわけです。その結果、ほかの委員の方々

は必要ありませんという採決だったということで終わったわけです。それに何

か問題あるのでしょうか。 

（何事か言う声あり） 

委 員 長 暫時休憩いたします。 

休  憩 １５：５３ 

再  開 １５：５４ 

委 員 長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 それでは、引き続きまして清水委員の質疑に入りたいと思います。 

清  水 中期経営計画案にかかわってですが、事業団の設立については、1976年の設立

経緯として社会福祉法や厚生省46通知、地方公共団体が設置する福祉施設の管

理運営の委託先は社会福祉事業団を原則とするなどに基づいて施設建設とセッ

トで設立された。実際には、施設開設が５月で社会福祉法人認可は10月である。

このようなことがこの中期経営計画案では伝わらないのではないかとお聞きを

したいと思います。つまり何か第三者がつくったかのように受け取れる表現に

なっているということです。 

 ２点目、基本財産の経緯についてですが、私も知らないから聞くのですが、社

会福祉法人をつくる上で基本財産を当時誰が出したのかということを伺います。 

 ３点目、設立のための諸手続は恐らく市が行ったと思いますが、確認をしたい

と思います。 

 ４点目、一般社会福祉法人化についてですが、46通知の改定がなければ社会福

祉事業団理事会から市幹部や市議会が撤退することはなく、一般社会福祉法人

化もなかったのではないかと思うのですが、これもまた伝わらない。ここでは

何を言っているかというと、福祉事業を取り巻く環境変化に的確に対応してい

くため、つまり事業団の主体的な考え方のみで民間社会福祉法人化した、一般

社会福祉法人化したように受け取れるのです。しかし、これは46通知がきっか

けでそうなったと思いますので、伝わるような表現にしてほしいとは私は言え

る立場にないと思うのですが、ここで言っているのは事業団の理事会がどのよ

うに把握をしているのかということをお聞きしたいと思います。 

 ５点目、施設建てかえについて、軽費は新築で特養、養護は建てかえという表

現になっていることの理由。 

 ６点目、重点目標の中で養護は介護ニーズへの対応で７割が要支援以上のため、

外部サービス利用型特定施設入居者介護を導入すると書いているのですが、一

般的に言えば特定施設入居者介護というのは外部サービス利用型と内部だけと

いうのがあるのですが、養護でとりたてて外部サービス利用型と言っていると
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いうことは、養護は外部サービスで軽費はそうでないというようにもとれるし、

また外部サービス利用型と非利用型の比較について伺います。 

 ７点目、受診時の送迎について、現状制度は家族付き添いが義務化かどうか、

これは養護について。また、料金支払いは施設に委託しているのか、軽費老人

ホームについても伺います。 

 ８点目、特別養護老人ホームの中期計画の中で、胃瘻利用者や医療依存度が高

い利用者の現在の利用者と表現がありますが、現在のこういった入居者数につ

いて伺います。 

９点目、ナイスケアすずかけについては、人員不足等により個別の外出レクリ

エーションや作業が十分にできていないとありますが、どういうことか、人員

不足の内容について。 

10点目、前回提出された資料、市内介護保険施設一覧で、老健施設利用料金が

ゼロ円から13万円の内容について、これは市のホームページ等には老健の特別

な減免制度については記載されておりません。口頭で聞いてもわからないよう

なことであれば、これも資料として求めたいと思います。 

 11点目、特別養護老人ホームの機能について、入居者の医療ケアということで、

以下のうち特養緑寿園で行っているもの、今後予定しているもの、予定のない

もの、医師法などでできないものについて伺います。ただし、嘱託医や協力医

療機関による訪問医療は除きます。１、バイタルサイン、脈拍、呼吸、血圧、

体温、２、応急処置、３、褥瘡ケア、４、経口栄養薬、５、爪、耳のケア、６、

口腔内吸引、７、採たん、８、採尿、９、点耳、10、採便、11、点眼、12、胃

瘻、13、パルスオキシメーター、14、かん腸、15、薬剤塗布、16、ストーマ、

パウチ管理、17、カテーテル流動食。 

12点目、上記のうち看護師、准看護師以上の資格が必要な措置についてという

ことで伺います。 

 13点目、市内の高齢者施設について、市内の介護保険適用施設及びサ高住には

高くて入れない市民をどのように把握しているのか。前回提出された資料、市

内介護保険施設一覧で近年急速に建設が進んだ居住系の10施設はおむつ代は別

途であり、示された料金はグループホームコスモスを除くと最低でも10万円か

ら13万円以上であり、貯蓄がなければ最低でも12万円から13万円以上の年金が

必要です。年金13万円以下と13万円以上の割合をどのように把握しているか。

施設利用者ということでもいいし、市民の中でということでもいいです。 

 14点目、一方資料、介護保険施設利用者数所得段階別で入居者の所得段階別の

入所状況は、まずグループホームは生活保護者が７パーセント、第２段階51パ

ーセント、第３段階11パーセント、第４段階31パーセント、特定施設入居者生

活介護が生活保護者1.4パーセント、第２段階48パーセント、第３段階13パーセ

ント、第４段階38パーセントの内容です。驚くべきは５割の方が年金6.7万円以

下、１割強の方が年金6.7万円から単身の場合だと12.3万円の方で第２と第３を

合わせると６割と思われることです。これらの方々は、幸いにも貯蓄や扶養義

務者の仕送りがあるのでしょうが、貯蓄などが少ない方は居住系施設には入れ

ない実態は明らかではないでしょうか。また、３割強の年金12.3万円以上の方

にとっても居住系施設に入居することによる経済的負担は、はかり知れないの

ではないか。 

 15点目として、高齢者の年金実態についてどのように把握しているか。モデル
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ケースで利用者負担段階について、単身者で住民税控除、基礎控除しかない場

合の第２、第３、第４の年金額の下限、上限について伺います。 

 16点目、特養の入居者の所得実態について伺います。資料、介護保険施設利用

者数所得段階別で入居者の所得段階別の入居状況は生活保護者２パーセント、

第２段階71パーセント、第３段階18パーセント、第４段階９パーセント、これ

は居住系と明らかな差があります。第２と第３の合計は９割を示しており、居

住系の６割との差は明らかです。貯蓄などがない年金者が特養に入居している

実態を示しているのではないか。 

 17点目、資料、介護保険施設利用者数所得段階別で老健すずかけでは第２と第

３段階の合計が８割、若葉台病院療養型では７割、これも居住系とは明らかな

差がある。上記とあわせ、低所得者ほど特別養護、老健、療養型を選択せざる

を得ない実態があるのではないか。 

 18点目、建てかえによる負担増について、ユニット型が140床、80床の場合の負

担増について、所得段階別、ユニット型個室になった場合の入居者の負担増に

ついて、これは先ほど示されたことが答弁で出てくるのだろうと思いますが、

一応質疑をしたいと思います。 

19点目、施設全体の負担増額と差額を施設が負担した場合の金額の中期見通し

について。要するに減免になったとしても差額が出るし、社会福祉法人減免の

施設持ち分がありますよね。これを足したものということで答弁は出ると思い

ますが、この中期見通しについて。 

20点目、また、差額を負担しなければならないのではないか、義務はないと考

えるなら、その根拠は。先ほどの資料では、砂川市は軽減措置等なし、富良野

市は増額分の４分の１を２年間限定で助成し、課税世帯は除外、美幌町では増

額分を５年間で段階的に引き上げということを言っています。つまり差額を負

担するにも限度があるという事例を示しているので、そのように考えていると

思いますが、一部あるいは年限を限って差額を負担するけれども、全面的に負

担する義務はないと考えるのであれば、その根拠は。 

 21点目、特養の現入居者の９割が年金12.3万円以下である現状と建てかえ方法

について、特養の現入居者の９割が年金12.3万円以下、７割が6.7万円以下とい

う実態で140床、７割と80床、４割をユニット型にすることで、これらの低年金

者の入居先がなくなるおそれが大きい。第２段階で3.5万円から５万円に、第３

段階が5.3万円から8.3万円に、第４段階の人も８万円から13万円になれば居住

系にも特養にも入居できない実態がさらに拡大するのではないかということを

お聞きします。 

 22点目、市民への説明と意見聴取は大変重要です。大規模な施設譲渡であり、

財産譲渡議案上程前に、議会に提出する前に、あらかじめ市民意見を聞くのは

当然、広報による周知とパブリックコメントは絶対だと考えるが、その姿勢が

あるのか、またどのように整理するのか。ここで１点追加をしたいのですが、

いわゆる利用者の家族への聞き取り、直接聞き取りとアンケートの実施はいつ

行うのか、既に行っているのであればそれについて伺います。 

委 員 長 清水委員、10点目、資料要求したいと述べられましたけれども、老健施設利用

料金がゼロ円から13万円の内容について資料要求するということでよろしいで

しょうか。 

清  水 恐らく口頭で聞いただけではわからないので、資料要求したいと思います。 
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委 員 長 資料について所管は用意できますか。 

須藤主査 用意はできますけれども、今説明させてもらってもよろしいでしょうか。 

清  水 ホームページには、老健施設利用料がゼロ円になる減免が書いていないのです。

老健は490円、1,310円、1,640円、つまりこうでないゼロ円の人がいるというこ

とが事実なのであれば、ホームページは間違っているのです。間違っているの

であれば、まず資料を出してもらって、どこがどう間違っているのかをきちん

と見なければいけないということです。 

委 員 長 それでは、清水委員、所管からの説明を聞いて、その説明で内容を理解できな

い、やはり資料が必要だということであれば改めて資料要求でということでも

よろしいでしょうか。 

清  水 いや、制度的なことなので資料要求します。 

委 員 長 それでは、各委員にお諮りいたします。 

 この資料要求を認める方は挙手願います。 

（挙手多数） 

委 員 長 それでは、資料提出についてよろしくお願いします。 

 これより清水委員の質疑に対する答弁を求めます。 

深村副主幹 １点目の事業団設立経緯といたしまして、市民、利用者、関係者に伝わらない

のではないかという部分についてなのですけれども、事業団設立後40年近くが

経過し、本市の社会福祉事業の中心的な役割を担ってきていただいているとい

うことは皆様も既にご承知のとおりかとは思いますが、市立の施設の運営とい

うことで社会福祉事業団の設立経過を含めた存在自体が余り浸透していない部

分もあったかもしれません。そういった部分につきまして、改めて歴史的経過

について事業団ともども認識の共有、それからＰＲに努めていきたいと考えて

おります。 

 続きまして、質疑の２点目、基本財産の経緯についてですが、こちらは社会福

祉事業団の設立及び運営の基準についてということで、当委員会におきまして

も通称46通知という表現をさせてきていただいておりましたが、その中で事業

団を設立する場合には地方公共団体が出資するということで基本財産として

300万円を出資しておりました。その後、平成19年７月に一般法人化に移行し、

その300万円につきましては市へお返しいただき、事業団は新たに5,000万円を

基本財産として積んだ後、平成24年には10月に取得いたしました赤平工場、そ

れから附属建物及び敷地を基本財産として組み入れたところであります。 

 次、質疑の３点目、設立のための手続を市が行ったことについてということで

すが、こちらにつきましても先ほどの事業団等の設立及び運営の基準について

という46通知によりまして、事業団は地方公共団体しか設立できなかったこと

から、当時の滝川市が設立手続等を行ったものであります。 

 それから、続きまして質疑の４点目、46通知の改定がなければ事業団からの市

幹部や市議会が理事会から撤退することなく一般法人化もなかったのではない

か、そのことが伝わらないというご質疑でありました。確かにこちらの事業団

の中期経営計画には、事業団の主体的福祉環境を取り巻く経過という部分での

コメントしか載せられておりませんでしたが、事業団が一般法人化に移行した

経過といたしまして平成19年度の自治法改正によります指定管理者の導入、そ

れから先ほど来申しております46通知、これが平成14年に技術的助言に変更に

なったこと、さらに施設譲渡と一般法人化をあわせての検討などを多種多様な
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要因としてはございました。したがいまして、46通知の変更がなければ一般法

人に移行しなかったというわけではないとご理解いただきたいと思います。 

 それから、質疑の22点目、市民への説明と意見聴取の関係ですけれども、こち

らにつきましては広報１月１日号に施設譲渡に関します記事を掲載いたします

ほか、エフエムＧ’ｓｋｙにおいても周知を行い、またホームページにおいて

パブリックコメントを募集するなど幅広く市民の声をお聞きする予定になって

おります。また、利用者、家族への聞き取りとアンケート、これは行うのか、

行ったのかという部分につきましては、聞き取りアンケート等は行っておりま

せんが、利用料の納付あるいは通所者の方との接触の中で十分な周知を行って

まいりたいと考えております。 

須藤主査 中期経営計画の中の６ページ、軽費は新築、特養、養護は建てかえになってい

る理由ということです。まず、軽費老人ホームにつきましては、現在経過的と

位置づけられています。新たに軽費老人ホームを設置する場合につきましては、

届け出時点でケアハウスの基準を満たしていることが求められております。で

すから、施設整備後に運営主体の変更を行う、そしてそれまでにつきましては

現在の指定管理を継続していかなければいけないということであります。 

 続きまして、介護ニーズへの対応、７割が要支援以上のため外部サービス利用

型特定施設入居者介護を導入するにあたり、外部サービス利用型と非利用型の

比較ということで、まず養護老人ホームについては外部サービス利用型の特定

施設入居者生活介護しか認められておりません。施設内で特定施設入居者生活

介護の事業所は持てません。外部の事業所、例えば訪問介護事業所と契約をし

ます。そして、通所介護事業所と契約をします。あとは訪問看護の事業所と契

約をします。では、養護老人ホームは何をするかというお話になるのですが、

あくまでも基本的な安否確認と、あとはケアプランの作成、その方に合ったプ

ランの作成をするということになります。ケアハウスにつきましては、ケアハ

ウスの中で、訪問介護でしたり、要は特別養護老人ホームのように全てのこと

を賄うというものであります。 

 次、受診時の送迎についてということで、現状制度は家族付き添いが義務化と

いうことであります。急を要さない定期受診などにつきましては、基本的には

養護、軽費、ともにご本人が自立で受診をしていただいているところです。た

だ、本人が１人で行けないというときには家族付き添いでお願いをしておりま

す。そのほか本人の状態低下、そして家族の高齢化、遠方でなかなかこちらに

来られないというときには施設職員で付き添いの対応をしております。なお、

施設側の対応といたしましては週３回、緑寿園で送迎バスを配置いたしまして、

定期受診につきましてはできるだけ病院側と調整をして月、水、金の午前で予

約調整を行っているところです。軽費老人ホームにつきましては、家族の付き

添いが困難という場合につきましては、このバスのほか有料ヘルパーを利用し

ていただいております。あと、医療費の支払いについてですけれども、養護老

人ホームの入園者が受診の場合は、その場で支払わずに１カ月分まとめて医療

機関から緑寿園宛てに請求書が郵送されまして、職員が本人に説明を行い、預

かっている預金通帳からそれぞれ現金化をしてまとめて支払いを代行している

ところであります。軽費老人ホームにつきましても同様に扱っているケースと、

あとは本人が受診時に直接その場で支払っていただいているというケースがあ

ります。 
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 続きまして、胃瘻の利用者と医療依存度が高い利用者の現在の入居者数という

ことです。胃瘻の利用者数については現在１名になっております。また、医療

依存度の高い利用者としてインシュリンの自己注射が現在７名、バルーンカテ

ーテルが現在20名、人工透析が現在１名となっております。 

 続きまして、ナイスケアすずかけで人員不足の内容についてということですが、

職員定数が欠けているということはなく、産前産後休暇や育児休暇などの職員

の代替職員での対応時、また職員退職による新たな職員の採用時などにおいて

もどうしても業務を覚えるのに時間を要したり、要領を得ないためにスムーズ

に対応できなかったりしているのが現状ですということです。年間業務計画を

取りやめたりということはしていないということです。また、利用者の介護度

等を踏まえ、今後においては利用者のニーズに応じたレクリエーションや行事

の実施に努めていきたいということでした。 

 次、特養入居者の医療ケアの関係です。緑寿園で対応が不可能なものだけお話

をさせていただきます。そのほかは可能だという捉えでお願いいたします。17、

カテーテル流動食、これだけが不可能なものということです。上記のうち看護

師が必要条件のもの、准看護師以上が必要条件のものはということで、看護職

員で対応しているものにつきましては６、口腔内吸引、12、胃瘻、14、かん腸

となっております。 

 次に、資料の市内介護保険施設等一覧の関係で、年金13万円以下と13万円以上

の割合をどのように把握しているかということです。介護福祉課といたしまし

ては、その方の収入状況を把握するという方法につきましては介護保険料段階

が一つの目安となっております。課税か非課税かということになりますが、本

人課税ということになりますと介護保険料段階が第６段階以上ということにな

りますので、８月現在ですけれども、滝川市被保険者全体が１万2,434名であり

ます。そのうち、第６段階以上の人数は4,131名ということで全体の33.2パーセ

ントが本人課税の方という捉えをしております。 

 続きまして、介護保険施設利用者数所得段階別で、居住系施設に入居すること

による経済的負担ははかり知れないのではないかというお話です。ご質疑のと

おり、収入が少なくてグループホームや介護つき有料老人ホームなどへの入居

が困難という方もいると思います。そういう方につきましては、居住系であれ

ば養護老人ホームや軽費老人ホーム、施設系であれば介護老人福祉施設、そし

て介護老人保健施設、そして介護療養型施設という選択肢もあるかと思います。

また、養護老人ホーム、軽費老人ホームについては建てかえ後、特定入居者生

活介護という部分もありますので、そういう意味ではグループホームや介護つ

き有料老人ホームと同様なサービスが提供できるのではないかと思っておりま

す。 

 次、高齢者の年金実態についてです。利用料の段階につきましては、介護保険

料段階と同様の段階となっておりますけれども、第２段階の方は世帯全員が非

課税、そして本人の課税年金収入額と合計所得金額の合算が80万円以下の方と

なっております。下限につきましては、ゼロ円という方もおられると思います。

ただ、上限につきましては例えば遺族年金だとか障害年金などの非課税年金を

受給されている方もいますので、上限については特定はできないという状況で

す。第３段階の方につきましても同様でして、世帯全員が市民税非課税で第２

段階以外の方となっております。下限は80万円と捉えておりますが、上限は先
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ほど申し上げたとおり非課税年金を受給されている方もいますので、特定はで

きません。第４段階の方につきましては、世帯の誰かに市民税が課税されてい

るということになります。ただ、本人は市民税非課税で課税年金収入額と合計

所得金額の合算が80万円以下となっております。本人年金収入という部分にお

きましては、もしかすると下限がゼロ円の方もいるかもしれません。一緒に住

んでいる方、扶養されている方は課税ということになります。上限につきまし

ても先ほど申し上げたとおり非課税年金ということがありますので、特定はで

きない状況にあります。 

 次、貯蓄などがない年金者が特養に入居している実態を示しているのではない

かと、同様に老健、療養型もということだと思いますけれども、あわせて答弁

をさせていただきますが、委員おっしゃるとおり居住系と比べましてこの介護

保険３施設につきましては利用料金の負担が低額であります。そういうことか

ら見てもこの介護保険３施設につきましては、今後においても重要な役割を果

たしている施設ではないかと考えております。 

 続きまして、所得段階別にユニット型個室になった場合の入居者の負担増につ

いてということです。まず、第１段階の方につきましては生活保護法や社会福

祉法人減免により措置されることから負担増はないと判断しております。第２

段階につきましては月額１万5,000円の増、仮に社会福祉法人減免制度を利用す

るとした場合については月額5,925円の増、第３段階は月額２万9,700円の増、

社会福祉法人減免制度を利用するとした場合については月額１万20円の増とな

ります。第４段階につきましては、月額５万490円の増ということになります。

施設全体の負担増額と差額を施設が負担した場合の金額の中期見通しというこ

とではありますが、ユニット型の140床の場合の負担増額は、最大額として１年

間で約4,000万円、ユニット型80床の場合の負担増額は１年間で約2,900万円と

なっております。 

佐々木部長 20点目と21点目をまとめた中で考え方をお話ししたいと思います。それで、こ

の場合は負担ということではなくてまとめてお話しします。先ほど来もお話し

しましたようにシミュレーションをしました。そこで、いろいろご意見をいた

だきましたが、今ある既存の軽減策で対応できる可能性があると見ております。

しかし、基本的に先ほどもお話ししましたように今入っている方がユニット導

入により入れなくなることはあってはならないと思っております。先ほどのシ

ミュレーションでは、７割の方はユニット、そして３割の方は多床室というこ

とになっております。そういった中で、入居できなくなる方が出ないように私

どもとしては対処していきたいという考え方でございます。 

（何事か言う声あり） 

佐々木部長 20点目の差額を負担しなければならないのではないか、義務はないと考えるな

ら、その根拠はということと、その次の21点目、居住系にも特養にも入居でき

ない実態がさらに拡大するのではないかという最後の質疑に対してまとめて答

弁しました。 

清  水 事業団の設立経緯、また一般社福化における国の政策変更が大きな要因だとい

うことについては、事業団としても認識の共有、ＰＲに努めるということです

ので、これについてはやはり施設を譲渡していくということですので、きちん

とやっていただきたいということをまず要望をしておきたいと思います。 

 特養の役割と機能についてということは医療ケアのことが大きくかかわっての
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表現だと先ほどご説明されたわけですが、今お聞きする中ではカテーテル流動

食以外はできるということが述べられました。これは、特養の機能と役割とい

うことでいうと、ほかの介護施設でも同じように１から16までというのができ

るのであれば、余り特養の役割、機能というのは変わらないということになる

のだけれども、そうではないと、ほかの施設ではこういったことまではできな

いということをこの中期計画の中では言いたいのかをお伺いします。 

 次に、市内の高齢者施設について、年金６万7,000円以下の方が10万円以上の施

設に入っている、その入っている方の５割が年金6.7万円以下なのだということ

については、養護や軽費の建てかえで可能のような答弁をされましたが、軽費

は定員50名に対してほとんど満床状態です。養護は非常に人気が低いので、こ

こは余力があると。しかし、施設の定員等を考えればグループホームだけで108

あるし、介護有料老人で110、それでサービスつきであれば105だから、いわゆ

る民間のこういった施設だけで320を超す、その中の半数が、160名ぐらいが6.7

万円以下なのです。養護で二十何人入れるから、そこで吸収できるとかという

ことではないと思うのです。そういうことで、本当に私は信じられないのです。

どうやってこういう低年金の方が支払っているのか。貯金があるということで

いえば、貯金はいつかなくなるものだし、扶養義務者が支払うというのも毎月

四、五万円の仕送りというのは、これはそうそうできることではないと。その

あたりについて、どのように把握をされるのか。これは、要するに今後も養護

や軽費を建てかえようが何しようが引き続き続いていくことはもう間違いない

と思いますので、そこをお伺いします。 

 次に、第３段階について80万円から上限は特定できないと言ったのですが、年

金だけの場合、要するに非課税年金がない課税年金だけの場合、上限は私は147

万円だと思うのだけれども、確認をしたいと思います。 

 それと、140床をユニット型にした場合、最大額で4,000万円、80床の場合で2,900

万円、これは単年度ですよね。中期見通しが出されなかったのですが、それは

部長が答弁するということでここで答弁されなかったのかもしれませんが、部

長の答弁では差額を負担しなければならないのか、あるいは義務はないと考え

ているのか、考えていないのか、そこが述べられていないのです。これイエス・

オア・ノーですから、私の質疑は。市はどう考えているのかということですか

ら、一部負担しなければならないと考えている、全部負担しなければならない

と考えている、全く負担しなくてもいいと考えている、その３択でお伺いをし

たいと思います。 

 特養についてですが、今佐々木部長がシミュレーションで入居できないという

ことがあってはならないと、そうならないように多床室にという考え方である

と答弁されました。ここでユニット型に入らない人は多床室と言ったのです。

またさっきのことを繰り返しているのです。それで、その言い方が悪いとかい

いとかということではなくて、どうしてもユニット型は負担できないという現

在の入居者が例えば５人、10人出たとします。その方たちには、多床室に行く

という選択肢しか与えないのか。それとも、私はユニットに入りたいといった

場合、それについて何らかの負担をし、差額を埋めるということでユニット型

に入居をしてもらうという考えなのか。これは、さっきの話とリンクするので

す。市が差額を負担するとなると、それはユニットに入れるということでもあ

りますから、そのあたりも含めてお聞きします。 
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 それと、聞き取りとアンケートについては、利用料の納付のときに十分なもの

をやりたいということは、少なくとも12月にはやらないと私は受け取りました。

１月にも全部終わるとは思っていません。通常こういった大がかりな施設の変

更をする場合は、やはり郵送等でこういったことを計画していますというのが

当然ではないですか、負担がふえるのですから。お客さんに対して広報で発表

した後に順次説明していくなんていうことは、私は非常識だと思う。やはり広

報等で市民全体に市の考えを言う前に、こういう計画を進めていますというこ

とを入居者のご家族あるいは入居者にお伝えをし、アンケートを同封したり、

最低でもそれぐらいは私はするべきだと思いますが、お考えを伺いたいと思い

ます。 

須藤主査 居住系施設に入居することによる経済的負担ということの再質なのですが、確

かに軽費老人ホームにつきましては現状定員を満たしているという状況であり

ます。養護老人ホームについては、若干の余裕があるという状況であります。

そのほかに、この介護保険施設等一覧の中にも一部入っておりますが、高齢者

向け住宅が民間で整備をされてきているという実態もございます。ただ、今後

もこういう民間の状況も注視しながら、やはり養護老人ホーム、軽費老人ホー

ムとともに介護保険３施設について状況を見きわめながらやっていく必要があ

ると思います。グループホーム、介護つき有料老人ホームでは、確かに第２段

階、第３段階の入居者の比率が高い状況にあります。清水委員は、幸いにも貯

蓄、扶養義務者の仕送りということが挙げられておりますけれども、このほか

には非課税年金を受給されているという方もいると思います。いずれにしまし

ても、民間施設の動向だとかも注視しながら今後も対応していきたいと思いま

す。 

 高齢者年金の実態ということで、第３段階の非課税年金以外だった場合の上限

額ということですが、委員のお話ししたとおり148万円未満ということだと考え

ております。 

深村副主幹 特養の役割や機能として看護師が緑寿園で対応できているものが委員の示した

例示の中で大多数あるが、ほかの施設との違いはというご質疑かと思うのです

けれども、この事業団側が中期経営計画に載せた意図としては、昔は療養型と、

それから老健と、そして特養というものが医療機関のソーシャルワーカーです

とかと連携がとれて比較的スムーズに施設入所あるいは医療機関への転院とい

うのが進んでいたのが今はもうそこら辺がボーダーレス化になってしまってい

るという現状があると。その中においても緑寿園、特養といたしましてはこう

した入所を拒否するということではなくて、やれることは十分対応していきま

すと。ただし、そうしたすみ分けというのももう少し関係者と情報を共有し合

いながら進めていきたいということの意味での役割と機能の広報活動とご理解

いただきたいと思います。 

 それから、市民の意見、説明という部分でのご質疑があったのですけれども、

その再質疑の中で負担がふえるという表現がありました。私が先ほど申しまし

たのは、この施設譲渡の問題について、来春予定している施設譲渡、事業移管

については来春から滝川市の設置から事業団の設置に変わりますということを

各広報媒体を通じてＰＲしていくと同時に、利用者の方への納付書送付の際な

どにもそういった部分をお伝えしていきたいということであって、恐らく委員

が言う負担がふえるという部分は緑寿園の建てかえが行われた際にそうしたユ
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ニット型に移行することによって負担がふえるということを指して言われたの

ではないかと。これまでの委員会の中におきましても事業団に施設譲渡するこ

とによって費用負担がふえるという話は、我々は一切してきておりませんので、

今おっしゃられているのは来春のことを指しているのではなく、その長期的な

展望に向かっておっしゃられたのではないかなというふうに思っています。そ

して、そうした中においては、まず来春に移行するということと建てかえの論

議も現在進めている中においては、その負担がふえるだとか、確定しないこと

をあえてお伝えすることで要らぬ混乱、動揺を招かないようにある程度方向性

が固まった段階で広報周知、それから利用者への直接的な施設における説明で

すとか、そういった対応に当たっていくという考えで述べた次第です。 

佐々木部長 負担の話ですが、イエスかノーか、全部負担かということで、全部負担とかそ

ういうことではなくてシミュレーション上、私どもは対応可能と判断しました

が、入っている人が入れなくならないようにはしなければならないというのが

私どもの考え方でございます。 

 それと、先ほど多床室に行ってくださいというのはいかがという話がありまし

たけれども、所得上どうしてもやむを得ない場合は多床室のほうに行かざるを

得ない方もいらっしゃるということで、そういうことを述べた次第です。 

清  水 ユニット型になると、社会福祉法人減免が適用になっても負担増になるのです。

それで、最大4,000万円あるいは2,900万円というのが出たのです。その差額を

負担するのかしないのかと聞いたら、入居は対応可能と判断しますと、要する

に入居できるかどうかということを答えているのです。違うのです。差額を市

が負担する、施設が負担するか市が負担するかはわかりませんが、入居でなく、

差額についてどうかと聞いているのです。そこをお伺いします。 

 もう一点は、市民への周知という点で、施設の所有者が市から事業団に来春移

りますという広報をすると言われました。これは１月の財産譲与議決の中で、

財産譲与議決の前提としては事業団がこれならいけると、財産を受けて自己資

金も含めて建てかえると、３施設を建てかえるということについて、これなら

いけるということで判断をして市と合意をしなければならないわけでしょう。

どういうふうに合意するかといったら、まずユニット率です。ユニット率をど

うするか、補助金をどれだけもらうか、そして利用者が負担増になった場合の

差額を誰が払うか、それは幾らになるのかと、ここで合意するということでは

ないですか、１月末に議案を出そうとしているわけだから。負担増になるのは、

その後の話だと、それはそうです。けれども、建てかえはするけども、それは

負担増になるかならないのかは、それはもう今はまだ全然決めていないと、事

業団も全く今はそれを考えなくていいと言っているならともかく、そんなこと

は僕はあり得ないと思う。やはり建てかえをどのようにするという、あるいは

負担増がどのようになるということで、今利用者の声を聞かないとだめな時期

なのです。例えば札幌の大友恵愛園は設計に入る前に利用者に聞いて、結局補

助金をもらわないという選択をしたのです。そういうことを聞いているわけだ

から、無償譲渡だけが別個に進むというような何か見通しがあるのならともか

く、そういうことを聞いているのです。先ほどの答弁では不十分です。 

佐々木部長 何回も私のほうは、今入っている人が入れるようにしなければならないという

お話をしていたのですけれども、清水委員のお話は今入っている人が入れるの

だけれども、負担が上がるのに対してさらに市がその差額を負担するべきだと
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いう意味かどうか確認したいと思います。 

（何事か言う声あり） 

委 員 長 先ほど清水委員の質疑に対しての答弁は、確かに不十分です。清水委員が聞か

れているのはこの減免措置がされても負担増になると、その負担増の分につい

ての負担はされるのかされないのかということなので、できるかできないか、

決まっていないのだったら決まっていない、いろいろな答弁はあるかと思いま

すけれども、答弁不十分ですので、もう一度お願いいたします。 

佐々木部長 大変失礼しました。要は私が言ったのは、とにかく今入っている人が入れるよ

うにしなければならないということです。それと清水委員の入れるのだけれど

も、負担増があって、その差額を負担できるのかという質疑だと思うのですけ

れども、それは多少上がるけれども、先ほど話している社会福祉減免等で緩和

はしたいのですけれども、その差額については今負担は考えておりません。た

だ、入っている方がそこから出なければならないことは防ぎたい、基本的には

今後とも入っていただくために先ほどのシミュレーションをベースに考えてい

きたいということでございます。そしてまた、何回も言いますけれども、入れ

ないことはないような対処はしたいということでございます。 

深村副主幹 通告のご質疑が大規模な施設譲渡、財産議案の上程ということだったものです

から、私は全体を指して実は答弁をさせていただきました。今改めて再質疑を

いただきましたので、答弁を申し上げますと、先般事業移管に係ります協定書

の案ということでお示しをさせていただきました。その後も事業団側とこの協

定書の案につきまして再度内容の詰めを行っているところであります、その中

におきましては、今後譲渡後においても継続的に建てかえ等につきましては事

業継続の担保とあわせて市とも協議をしていくとは考えておりますので、この

緑寿園の建てかえが規模、内容、ユニットの割合、それからユニットに移行す

ることによってその負担緩和策などが全てこの委員会の場において整理した段

階でないと譲渡が実現できないとは我々は考えておりません。したがいまして、

ここで意見等は確かにいただいてはいきますけれども、それと並行して利用者

に対するそうした周知は進めていくということでご理解いただきたいと思いま

す。 

佐々木部長 済みません。先ほどの差額、第２、第３階層で１万幾らか縮む、減免してなっ

たのですけれども、減免のもとで入れるというか、このまま入所できるという

前提で考えたいということでございます。負担増によって施設に入れなくなら

ないようにしたいという考え方をまた改めて申し上げます。 

委 員 長 今のご答弁を確認させていただきますけれども、減免措置を受けてもその負担

増になった分は今現在負担する考えはないと。ただし、負担増によって入居が

できなくなる可能性が万が一あった場合は、それは今のご答弁ではそのときは

負担も考えられると受けとってもよろしいのでしょうか。 

佐々木部長 そのとおりです。 

委 員 長 確認させていただきます。今現在の段階では、負担増は負担する考えはないけ

れども、負担増によって入居できない方が万が一あらわれた場合には、負担増

に対して対処するということでよろしいですか。 

佐々木部長 そのとおりです。先ほども言いましたように、基本的には今入っている方が入

れなくならないようにはしなければならないという前提のもとで、そういう考

え方でございます。 
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清  水 もう全く抽象的な答弁にとどまっているのです。では何でこんな資料を出して

いるのですか。参考として軽減措置を出したということは、負担増になった場

合の軽減措置について市も考えなければならないということで今回、出してい

るわけでしょう。それなのに、何か入れない人については入れるようにします

とか、それでは余りにもよくわからないので、整理を求めたいと思います。 

 ２点目は、深村副主幹のご答弁なのですが、財産譲渡議決前にユニット率だと

か、あるいは負担増に対する対応だとかは全部決まらない状態でも、決まらな

いというのは事業団との間で合意ができない状態でも財産議決は可能だと答弁

されたのでしょうか。 

深村副主幹 事業団との間でということでは決してございません。 

清  水 この問題は非常に大きいですし、議決にもかかわってくるので、今の時点では

要望ということで、１点目は所管に対する要望、また２点目では委員会、議事

での要望なのですが、１点目は財産譲渡の議決というのは譲渡された施設をき

ちんと運営していくということで、その最大は収支なのです。資金収支にかか

わる大もとの合意がないままに、譲渡が成立するということは、、僕は想定しづ

らいです。だから、やはりその辺についても整理をしていただきたい。ユニッ

ト率、負担増の差額対策、この２点について保留のまま財産議決ができるのか

どうかということについて、整理をしていただきたいと。 

 以上、２点要望して終わります。 

委 員 長 わかりました。２点要望ということで、よろしいですね。 

清  水 それと、利用者に対する周知についても今ユニット型ということを議会で検討

しているという表現にするのか、事業団と検討しているというのか、それを出

すのは市なのか事業団なのかというのもありますが、今の利用者に場合によっ

ては負担増になる可能性があると、あるいは施設がこういうふうに変わる、変

えるように考えていると、比率だとかはまだ未定だけれどもということを、文

書などで周知してご意見やアンケートを伺うということも要望したいと思いま

す。 

委 員 長 今の３点、要望ということで受けとめます。 

 ほかに質疑ございますか。 

木  下 協定書案の中に、第12条、事業継続の担保の中では、乙は安定した事業運営を

継続することとし、運営内容を変更しようとするときは事前に甲と協議し、承

認を得なければならないと、こう書いていますけれども、漠然としていますの

で、括弧書きで市の関与というか、市の指導、監督、助言でもいいから、何か

その項目をきちんと入れてもらいたいと思いますがいかがですか。 

委 員 長 協定書案について、第12条に、具体案を入れてもらいたいということですか。 

木  下 抽象的ではなくて、具体的に括弧書きで市の関与というのか、指導、助言でも

いいですけれども、きちんと盛り込んでいただきたいと思います。 

国嶋課長 おっしゃるとおり例えば市の貴重な資産を譲渡するのですから、市の関与とい

うか、ある程度の安定性の担保は必要だということでこの第12条を入れており

ます。ただ、その中で具体的な例えば細目を１つずつ触れていくと。これにつ

いては市の監視、言葉は変わるかもしれませんが、許可を得なければというこ

とで、全てそれを網羅するということになりますと、これはやはり譲渡本来の

独立性、柔軟に対応していただくということから外れると思います。委員の言

われたご意思はわかりますので、ただそれを具体的にということで載せられる
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のかどうかについては、また事業団のほうと検討させていただきたいと思いま

す。 

木  下 私は、全部の項目に市の関与を入れると言ったわけではないのです。あくまで

も括弧書きで、この第12条であれば余りにも漠然としているというか、弱いと

いう気がしたものですから、全部の項目ではなくて市の指導、助言、監督まで

はいかないですけれども、それを１項目だけでも入れてもらいたいという意見

です。全部に入れなさいということではありません。 

国嶋課長 承りました。ただ、この第12条の最後で承認を得なければならないというのは、

市からすればかなり強い表現だとは思っております。今言われた１項目でもと

いうことであれば、この点については事前にきちんと協議して承認を得なさい

という意味だと思いますので、今考えつくとすればきょうさまざまなご意見を

いただきました。今確定している建てかえの件ですとか、そういったことにつ

いてこの協定書ではなく、別紙仕様なり何かの形で載せることが可能かどうか

について、事業団とも協議させていただきたいと思います。 

委 員 長 それでは、ここで各委員の皆さんにお諮りしたいと思います。 

 時間が５時を回りました。窪之内委員の通告質疑、多岐にわたっておりますの

で、かなり時間を要するかと思われます。窪之内委員の質疑を次回委員会にて

行いたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（異議なしの声あり） 

委 員 長 また、次回委員会をもって臨時会前の審査を終結したいわけですが、きょうの

委員からの質疑等々でしっくりこない答弁もあったということもございます。

そういった内容も踏まえて、委員会の冒頭で次回委員会の質疑は確認事項にと

どめるということでは申し上げましたけれども、若干質疑がある方はこれを認

めたいと思います。よろしいでしょうか。 

清  水 先ほどの特に２点の要望については、１つは財産譲渡議案のときの事業団との

合意レベル、もう一つは負担増の負担対策、これについては非常に重要なポイ

ントなのです。やっぱりどうも部長の答弁は、何回聞いても何か絞られていな

いというのか、これだけ長い間いろいろ深い審査をやってきたわけだから、最

終ということであれば特別職の考えも私は聞けるような時間を持っていただき

たい。市長でなくても副市長でいいです。それが１つ。 

もう一つは、この前、練馬区へ行ったときに、外郭団体に来てもらって意見を

聞くということをやっていると聞きました。ぜひ僕は石田理事長、その他幹部

に委員会に来ていただくような機会を１月でもいいですから持っていただきた

いと要望します。 

（何事か言う声あり） 

清  水 審査でいろいろわかったことを、事業団に直接我々が聞いてどう答えるかはわ

かりませんけれども、参考人として聞きたいです。 

委 員 長 若干、休憩します。 

休  憩 １７：１０ 

再  開 １７：１４ 

委 員 長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 今清水委員から次回委員会への副市長の出席の要望が出されましたけれども、

各委員にお諮りしたいと思います。副市長の出席を求めることが必要と思われ

る方、挙手をお願いいたします。 
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（挙手少数） 

委 員 長 副市長の出席は必要なしということとします 

 ほかに質疑ございますか。 

（なしの声あり） 

それでは、報告済みといたします。 

次回委員会についてお話しさせていただきますと、窪之内委員の質疑について

からスタートさせていただきまして、清水委員からの要望という内容２点、答

弁の内容をしっかりと精査した上でご答弁をいただきたいということでお願い

いたします。  

 ２．その他について 

委 員 長 ２、その他について委員から何かございますか。 

（なしの声あり） 

 事務局から何かありますか。 

（なしの声あり） 

３．次回委員会の日程について 

委 員 長 ３、次回委員会の日程については、12月26日午後３時から第一委員会室にて開

催したいと思います。よろしいでしょうか。 

（異議なしの声あり） 

委 員 長 以上で第30回厚生常任委員会を閉会いたします。 

閉  会 １７：１６ 

 

 


